
問題の背景

この論文では、女性と労働の関係について検

討していく。労働については、市場を通じて提供

される有償労働（以下市場労働とする）と、家庭

や地域で家族や親しい者に対して無償で提供さ

れるケア労働のふたつの労働に注目していく。

性別役割分業とは、市場労働とケア労働の二

つの労働が、男女という性別に基づいて分業さ

れ、並行的（別々）に実践されることを意味す

る。このような分業体制において、男女はそれ

ぞれ別の労働領域で専門的知識やスキル、人的

ネットワークを積んでいくこととなる。男女が

それぞれの領域において熟練化をはかり、両労

働を統合する基本単位としての家族を形成する

ことで、生活の向上をはかることが可能になる。

完全な性別役割分業とは、男性は労働市場に

おいて有償労働に専念し、女性は家庭において

無償のケア労働に専念している状態を指す。

1980 年代までは、男性雇用者と無業の妻（専

業主婦）からなる世帯は、夫婦とも雇用者とし

て市場労働に従事する共働き世帯よりも多かっ

た。しかし、1990 年代になると両者が拮抗し、

21 世紀に入ると両者は逆転しその差は継続し

て拡大している（内閣府 2016）。

それでは、共働きの夫婦の間では、どのよう

な労働分業がなされてきたのか。2000 年に実

施された日本版 General Social Survey データを

使用した分析（西川 2003）では、一週間に市

場労働に費やす平均時間は、夫が 48 時間、妻

が 33時間で、夫の方が顕著に長かった。さらに、

子供の数が増えるほど、市場労働に費やす時間

を夫は増やし、逆に妻は減らす傾向が見られた。

子が増えるということは、子へのケアのニーズ

のみならず、生活費や教育費等金銭的なニーズ

も増すことを意味する。このようなニーズの増

加に対応するため、夫婦が協力して市場労働と

ケア労働に費やす時間を調整する様子がうかが

える。経済的に見ると、時間あたりの賃金の高

い夫が労働市場で費やす時間を増やし、賃金の

低い妻がその労働時間を市場労働からケア労働

に回したほうが効率的である。子育てネット

ワークも女性を中心として形成されており、妻

の方が子育てに必要な情報へのアクセスも容易

であるため、夫婦での役割分業の合理性がさら

に高まる。つまり、共働き夫婦において、子供

が増えることで金銭面でのニーズやケアのニー

ズが高まるが、前者に男性、後者に女性が主に

対応することで、性別役割分業傾向が強まるこ

とが示されている。

日本の女性は性別役割分業をどのように受

け止めてきたのか。1990 年代半ばの日本では、

男性のみでなく、女性も「仕事に就くのは構わ

ないが、多くの女性が本当に望んでいるのは家

庭と子供である」と考える者の割合が過半数を

超え、当時 3 割程度のアメリカ、イギリス、旧

西ドイツと比べて顕著に高い傾向が見られた

（西川 2003）。この時点で既に就職、結婚して

いた者を含む、1959 年から 1979 年までの 20
年間に生まれた女性の加齢に伴う就労選択の結

果を追った分析（西川 2014）でも、結婚・出

産期にあたる 20 歳代後半から 30 歳代前半にお

いては、専業主婦になるものが多数派であった。

さらに、専業主婦であることは女性の幸福度や

生活満足度を高める傾向が見出された。つまり、

この年代に生まれた女性の多くがケア労働を担
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うことを肯定的に受け止め、主婦となることを

選択したことがうかがえる。

しかし、同分析対象の 1959 年から 1979 年生

まれの女性の間では、専業主婦となる女性は

年々減少傾向にあり、かわりに非婚で常勤雇用

者として働き続ける女性、つまり市場労働を専

業とする女性の増加傾向も見出された。さらに、

非婚で働き続けることによってこれら女性の幸

福度や生活満足度が高まっていく傾向も分析結

果からは予測された。その一方で、結婚しても

常勤雇用者として働き続ける女性は、1970 年

代以降生まれた比較的若い女性において増えて

はいるものの、少数派であった。この年代に生

まれた女性は、男女雇用機会均等法の後押しも

あり、市場労働における処遇の改善を経験して

きたはずだ。だが、市場労働とケア労働の両立

を可能とするような条件整備が追いつかず、非

婚で働き続ける傾向が強まったと考えられる。

実は、欧米の女性活用先進国と比較すると、

日本においては、仕事と家庭生活の間でコンフ

リクトやストレスを感じる者の割合は、男女共

に低い傾向が見られる（西川 2012）。この一見

驚くべき結果は、前述のとおり、日本では夫婦

間で市場労働とケア労働を分業し、家庭におけ

る両労働のニーズをうまく調整してきたことが

かかわっていると考えられる。一方、欧米では

男女平等意識や女性の経済的自立を肯定的に捉

える傾向が日本より強く、個人レベルで市場労

働とケア労働を調整する必要性が高まる（西川 
2003）。だからこそ、仕事と家庭生活の間でバ

ランスが崩れ、ストレスが引き起こされる。ひ

るがえって、日本ではこのような状況を避ける

べく、非婚で働き続ける女性が増えたとも考え

られる。

それでは、個人レベルで市場労働とケア労働

の両立をはかるには何が必要か。正社員として

働く日本の男女を分析した結果からは、ワーク

ライフバランスを維持する上で、仕事の量
4

の見

直しのみならず、仕事の質
4

の見直し―具体的に

は裁量性の付与―が重要であることが示されて

いる。特に仕事の手順やペース等の手続き的裁

量性ではなく、権限の付与に代表される自律型

裁量性の付与は、男女正社員のワークライフバ

ランスを向上させるばかりか、働きがいや自己

効力感、成長感を高める効果も見出された（西

川 2013）。実際、女性の労働市場での活躍が進

んでいる北欧諸国やアメリカ、イギリスにおい

ては、職務上の自律性、裁量性は男女共に高い

傾向が見出される。一方、これらの国に比較す

ると、日本の労働者、特に女性労働者の職務上

の自律性、裁量性は顕著に低い傾向が見出され

た（西川 2012）。このような日本人の働き方を

前提とすると、日本の男女が、（世帯レベルで

はなく）個人レベルでワークライフバランスを

向上させるのは難しいのでは、とも考えられる。

ところで、前述のとおり、性別役割分業は子

を有する男女を含む世帯で顕著に見られる現象

である。だが、日本の世帯構造に目を向けると、

子や親と同居する世帯よりも、単身世帯や夫婦

のみで子のない世帯がむしろ増加している傾向

も見られる（厚生労働省 2015）。このような世

帯においては、確かに子供に対するケアニーズ

は発生しない。しかし、親への介護ニーズが、

あるいは既婚ならば親に加えて配偶者への介護

ニーズが生じる可能性もある。

いずれにせよ、日本において、男女に関わら

ず、個人レベルで市場労働とケア労働間の調整

をはかる必要性は高まってきている。それでは、

どのようにして性別役割分業に依存することな

く、個人レベルで市場労働とケア労働双方に従

事しながら生計を成り立たせていくことができ

るのだろうか。

女性にとっての市場労働、ケア労働―問題提起

性別役割分業の解消は、行動面に着目する

と、女性の市場労働への参加と、男性のケア労

働の参加の二つの変化によって解消していく。

この二つの変化は同時に生じるというよりは、

まずは女性の市場労働への参加が進み、続いて

男性の（子育てを中心とした）家事労働への参
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加が進むことが女性の市場進出が日本より進ん

でいる英米の研究で指摘されている（Gershunny 
et al. 1994, Hochshield 1989）。さきに紹介した筆

者の分析でも、妻の所得と夫の所得間で大差が

なくなると、夫の家事参加が進む様子が示され

ている（西川 2003）。妻の所得がある程度の水

準に達して初めて夫婦間の労働分業に関する交

渉が意味をなすからだ。つまり、個人レベルで

市場労働、ケア労働双方を調整することが必要

となるのは、まずは女性であると考えられる。

そこで、以後この論文では、女性の市場労働と

ケア労働へのかかわり方を中心に議論を進めて

いくことにする。

前述のとおり、1959 年から 79 年に生まれた

女性においては、既婚で無業である専業主婦の

割合は減少している。代わって着実に増加傾向

を示すのは、独身で雇用者として働く女性であ

る。一方、市場労働とケア労働双方を両立する

女性の増加は、1970 年代以降生まれの女性で

は見られるものの、きわめて緩慢である（西川 
2014）。なぜこの年代に生まれた女性において、

市場労働とケア労働を両立する者は思ったよう

に増えなかったのだろうか。

その理由のひとつとして、両労働間の調整が

個人レベルでは難しいことが考えられる。伝統

的な性別役割分業の下では、市場労働を男性が

主に担い、ケア労働を女性が主に担ってきた。

そして、男女を含む世帯が形成されることで、

世帯員の両労働に対するニーズに協力して対応

がなされてきた。女性は市場労働に従事したと

しても、子供が産まれたり、家族が病気になっ

たり、親の介護が必要になったりすると、ケア

労働を優先して実践する。男性は、一家の大黒

柱として市場労働をケア労働に優先する。この

ように性別役割分業下においては、労働分業の

ルールは明確である。だが、男女平等化が進み、

性別役割分業が解消に向かうと、男女間での労

働分業のルールは不明瞭となり、結婚の合理性

も低まるために非婚化が進み、市場労働とケア

労働のニーズを（女性活用先進国のように）個

人間ではなく個人内で調整する必要性が高まっ

てくる。個人内で両労働を調整する場合には、

行動レベルの調整の他にも、認知面（学習面）や、

心理面での調整にも注目する必要がある。

なぜ個人内の調整において、認知や心理面に

注目する必要があるのか。伝統的な性別役割分

業社会では、女性は成長過程においてケア労働

者としての役割を自らのアイデンティティに取

り込み（心理）、ケア労働の担い手として、女

性を中心としたネットワークの中で学習を進

め、必要な知識やスキルを獲得していく（認知）。

一方で、男性は生計維持者としての役割に自ら

のアイデンティティを見出し（心理）、生計維

持のために必要な知識やスキル、ネットワーク

を獲得していく（認知）。伝統的な性別役割分

業社会では、自らのアイデンティティとは異な

る労働に従事したとしても、その労働への心理

的な関わりは、一時的か補助的（周辺的）な範

囲に留まることが多い。

一方、前述の欧米の女性活用先進国のよう

に、市場労働、ケア労働双方を個人で担うこと

が期待されるようになってくると、個人内でコ

ンフリクトやストレスが生じる可能性が高まっ

てくる。なぜならば、第一に、個人には、体力

や時間面、つまり行動レベルでの限界がある。

個人が一定時間に投入できる労働量は限られて

おり、また個人が労働を投入できる時間にも限

りがある。体力や気力の限界を超えるような労

働量や労働時間を投入し続けるとストレスが増

大し、いずれ心身の健康を害し、結果として労

働産出量やその質も低下していく。

だが、個人の限界は体力・気力や時間面のみ

ならず、認知面でも生じる。個人の認知容量に

は限界があるからだ。専門分野に基づく労働分

業はこのような個人の認知面での限界を克服す

る有効な手段である。そして、性別役割分業も

このような労働分業の一種であると考えられ

る。市場労働、ケア労働の二つの領域で同時に

専門知識やスキルを習得し、またこのような知

識、スキルの習得に必要な人的ネットワークを

獲得しようとすれば、習熟のスピードは遅くな
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るだろうし、情報処理の効率性も低まるだろう。

個人の認知資源に限界がある限り、その効率的

な活用には、どちらか一方に集中したほうがよ

い。つまり、ケア労働に必要とされる知識やス

キル、ネットワークを優先して獲得するか、あ

るいは市場労働に必要とされる知識やスキル、

ネットワークを優先して獲得したほうが、認知

資源を効率的に活用できるはずだ。このように

考えると、男女という性別分業の合理性は別と

しても、（個人内ではなく）個人間で市場労働と

ケア労働を分業することには合理性が存在する。

個人の認知資源面での限界は、個人の学習

（知識やスキル、ネットワークの獲得）のみな

らず、職務遂行（パフォーマンス）にも影響を

及ぼすはずだ。労働実践の場で情報処理が滞り

なく行われていると、パフォーマンス上の問題

は生じない。だが、二つの労働領域での情報処

理を同時に行うとなると、そのスピードは遅れ

パフォーマンスも低下することが懸念される。

つまり、市場労働とケア労働を同時進行する場

合、どちらか一方に専念した場合と比較すると、

両労働の、あるいはどちらかの労働でのパ

フォーマンスが低下することが予測される。パ

フォーマンスの低下は、周りの環境と相互作用

する上での個人の適合性の低下をもたらす。労

働に従事する本人は自尊心や自己効力感の低下

を経験し、その結果、その労働領域でのアイデ

ンティティの価値が低まったり、本人のウェル

ビイングが阻害される可能性もある（Breakwell 
2015、Jaspal & Breakwell 2014, Vignole 2011）。

市場労働とケア労働を両立するにあたり、個

人には心理的な面でも限界があると考えられ

る。心理的な限界とは、市場労働者としての役

割や目標、価値観、信念とケア労働者としての

役割や目標、価値観、信念を自らのアイデンティ

ティの中に統合的に受け入れることができるか

どうかにかかわっている。性別役割分業の程度

が緩やかになったとはいえ、社会において男女

に期待される役割が全く平等にでもならない限

り、そして、市場労働が男性に、ケア労働が女

性に紐づけられる傾向がなくならない限り、女

性が市場労働環境に、そして、男性がケア労働

環境に適合しつつ、自らのアイデンティティを

安定的に形成していくことは容易ではない。増

してや、市場労働、ケア労働双方の環境に適合

し、両領域での経験を自らのアイデンティティ

に統合的に取り込んでいくとなると至難の技で

はないだろうか。

市場労働、ケア労働の異なる二つの労働領域

での経験を、自らがこれまで培ってきたアイデ

ンティティと整合的に取り込もうとしても、前

述のとおり二つの労働領域が異なるジェンダー

を前提に発達してきたとすると、互いに調和す

るとは限らない。（経時的にはともかく）同時

的にアイデンティティを統合することが難しい

となると、個人の心理的ウェルビイングのみな

らず、精神的成長や自己実現が阻害される可能

性もある。このような心理面でのコンフリクト

を避けるべく、ケア労働者としてのアイデン

ティティの中心性がもっとも高まる育児期や介

護期に、市場労働への参加を軽減、あるいは離

脱する女性がこれまで多かったとも考えられ

る。もちろん、これらの女性は、ケアニーズが

一段落した後、市場労働に復帰することもある。

このことは、同時的統合に比べ、経時的統合は

比較的容易であることを示唆している。

そもそも、行動、認知、心理の三つのレベル

の中で、最も根源的なのは心理面での調整では

ないだろうか。市場労働、ケア労働両領域での

経験や役割をどのように自らのアイデンティ

ティに取り込むかが（心理面）、両労働に必要

とされる知識やスキル、ネットワークの獲得に

影響を及ぼすと考えられる（認知面）。さらに、

獲得された知識やスキル、ネットワークが、当

然個人の各労働領域でのパフォーマンスやアウ

トプット（行動面）にも影響を及ぼすはずだ。

パフォーマンスやアウトプットの良し悪し

は、その時々に置かれた環境における、個人と

社会との適合性に関係する。適合性の指標であ

る、個人的評価（自尊心や自己効力感）や社会

的評価は高かったり、低かったりするわけだが、
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このような評価はひるがえって個人のその後の

アイデンティティの獲得に影響を及ぼすはず

だ。評価が高ければその領域でのアイデンティ

ティの重要性は高まる。逆に低ければ、重要性

は低まる。アイデンティティの重要性が高まれ

ば、さらなる知識やスキル、ネットワークの獲

得が促されるだろうし、低ければこのような学

習は進まない。学習促進の程度は、再びパフォー

マンス、アウトプットに影響し、適合性を左右

する。このような好循環、あるいは悪循環が個

人の心理、認知過程と社会環境との相互作用で

生じているとしたらどうだろうか。

昨今のワークライフバランス施策に代表さ

れる市場労働とケア労働間の調整を支援する方

策は、個人の行動レベルの調整をスムーズにす

る、という直接的目的は視野に入っているよう

だ。だが、個人の心理、認知面での調整をどれ

だけ意識したものなのか。あるいは、心理・認

知面での調整を容易にする上でどれだけ有効な

のか。以下ではこの点に注目しながら議論を進

めていくこととする。

行動レベルでの調整

市場労働とケア労働間での行動面での調整

とは何か。これは、両労働の物理的な（あるい

は身体的な）調整のことを示す。誰にとっても

1 日は 24 時間、1 週間は 7 日限りである。これ

らの時間から睡眠や食事、休息等自らのケアに

必要な時間を除くと、個人が労働に費やせる時

間は限られている。この限られた労働時間をど

のように市場労働と（他者への）ケア労働に振

り分けるかが問題となる。

行動面での調整が難しい場合とは、市場労

働、ケア労働で必要とされる労働量が一時的、

または恒常的に増え、限られた時間の中で、個

人の労働密度や労働負荷が高まっている状態だ

と捉えることができる。ちなみに、労働密度と

は、労働者が時間あたりどれだけ労働を投入す

るかをあらわし、労働負荷とは、労働密度の高

まりを労働者がどのように受け止めるかに関わ

る（Gallie, Felstead & Green 2004, Gallie 2005, 西
川 2013）。

このような状況は、「容れもの」に例えると

分かりやすい（スーツケースでも何でも良い）。

限られた容量の容れものの中にどんどん中身を

詰めていく。許容量以上に詰め込もうとすると

密度が高まり、とりあえず今は収まっていたと

しても、いずれパンクしてしまうだろう。パンク

するかどうかは、容器の素材にもよるように、個

人が耐えられる労働負荷も異なる。素材を強く

するに越したことはないが、個人の労働負荷に

対する耐性を急に高めるのは難しい。たとえ強

靭な素材であっても、恒常的に労働密度が高ま

り個人にかかる労働負荷が高まると、いずれ壊

れる。壊れる前に労働密度を減らす必要がある。

労働密度を時間あたりの労働投入量だとす

る。それを減らすには、労働投入量を変えずに

労働時間を延ばす（つまり、中身はかえずに容

器を大きくする方法）か、労働時間を延ばさず

に労働投入量を減らすか（つまり、容器はその

ままで中身を減らす方法）、のふたつがまずは

考えられる。労働者が一日や一週間で投入でき

る労働時間は限られているので、容れものを一

定以上に大きくすることは難しい。そこで、労

働時間を延ばすよりも、労働投入量を減らす方

法が候補として残る。

労働投入量を、知識やスキル、ネットワーク

等労働者が労働に投入できる資源と、その資源

をどの程度投入するか（つまり労働に費やす努

力の程度）と、労働の持続時間の三つの要素を

掛け合わせたものであるとしよう。労働者の知

識やスキル、ネットワークはすぐに変更するこ

とができないので所与とすると、労働投入量を

減らすには、努力の程度を減らすか、労働の持

続時間を減らすかである。市場労働において、

前者は、労働負荷が軽い職務への転換（移動）

を意味する。これには、組織内での配置転換、

降格、組織外への転職等が具体的な対策として

考えられる。後者は努力の程度はそのままで労

働時間を減らすことを意味する。これには、短

経営志林　第53巻2号　2016年7月　　59



時間勤務やパートタイム労働への転換（転職）

が考えられる。

このように、努力を減らす、労働時間を減ら

すほかにも、労働時間を延ばさずに労働投入の

仕方を変える方法も対策としては考えられる。

ところで、投入方法を変えるとはどういうこと

か。スーツケースの例えに戻ろう。旅の目的は

同じだとしても、スーツケースに詰め込む中身

やその配置に工夫を凝らすことで、容量を節約

することは可能である。例えば、市場労働にお

いては、個人の職務上の裁量性を高めることに

より、ある程度労働投入の仕方を変えることが

可能だ。労働空間の移転を伴う在宅勤務もこの

ような方策のひとつである。個人への裁量性は、

仕事の手順に関わるものと、その手順の選択に

まで関わるものがある。前者はスーツケースに

例えると、詰め込む中身はあらかじめ決まって

いるが、その配置については個人に任されてい

る場合である。後者は、必要な持ち物の選択も

個人に任されている場合である。当然、後者の

ほうが自由度は大きい。

このような自由度は個人の働き方にも関係

する。個人が半自律的に働いている場合は、労

働空間の移転を含め自らの労働投入の仕方を変

えることは比較的容易である。ところで、半自

律的というと専門職を思い浮かべる人が多いだ

ろう。だが、組織内で分業が進んでおり、調整

が最終段階でのみ必要な職務についても個人の

自由度は高いといえるだろう。例えば、伝統的

な性別役割分業の下では、男女は、それぞれの

専門労働領域においてこのような自由度の高い

働き方をしてきたといえるだろう。一方、他者

と協業する必要性や他者との相互作用の頻度が

多い場合は、個人の労働投入の変更は関係者に

影響を及ぼす。そのため、個人の働き方を変え

るには、関係者や責任者の協力が必要となる。

専門職であっても、他者との協業や相互作用の

必要性が高い職務もある。例えば、チーム制で

働く医療関係者などがこれにあたる。このよう

な場合、改めて個人の職務を全体から切り出す

（切り離す）ことが技術的に難しければ、個人の

労働密度や労働負荷を軽減することは容易では

ない。

次に結果への影響を考える。市場労働におい

て、労働投入量を減らしたり、あるいは労働投

入の仕方を変えたりする対策は、個人のパ

フォーマンスにどのような影響があるのか。ま

ず、労働負荷の軽い職務への転換、転職につい

ては、そもそもインプットの重要な要素である

個人の努力を低めるためなので、同じ時間働い

ても、アウトプットの低下は免れない。また、

職務が変わると、これまで培ってきた知識やス

キル、人的ネットワークを充分活用できなくな

る可能性もあり、個人のモチベーションやパ

フォーマンスが低下する恐れもある。このよう

に、個人にとっても組織にとっても必ずしも望

ましい結果をもたらさないだろう。

短時間勤務やパートタイム労働への転換に

ついても、労働時間というインプットは減るの

で努力の程度が一定だと仮定するとその分のア

ウトプットは減る。しかし、職務内容を変えな

い限りにおいて、労働者本人にとってはこれま

での知識、スキルやネットワークを活用しつつ

キャリアを継続していくことが可能なので、モ

チベーションやパフォーマンスの低下は回避で

きるはずだ。一方、組織にとっては、アウトプッ

トの減少がもたらされるので、これに応じた対

策が必要となる。このような対策が長期かつ頻

繁に発生すると、代替要員を確保する必要性も

生じる。

労働投入の仕方を変えるための裁量性の付

与についてはどうだろうか。理論的には、職務

要求度が高くても、裁量性を持たせることで、

個人の創意工夫や学習が促進され、かえってパ

フォーマンスが高まる可能性が指摘できる

（Karasek and Theorell 1990）。このことは手順に

おける裁量性よりは、目標を達成する手段に関

わる裁量性が付与された場合特にあてはまる

（西川　2013）。裁量性の付与は、高負荷業務へ

の対処を可能とするばかりか、学習促進やモチ

ベーションの向上にもつながる（Karasek and 
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Theorell 1990, 西川 2013）。学習が進み、業務効

率が高まれば、パフォーマンスの向上に伴う時

短化やアウトプットの向上も期待できるので、

組織的にもマイナスではなく、むしろプラスの

効果が期待できる。但し、個人が自らの裁量性

の増加や権限の付与を前向きに捉えることが前

提となる。例えば、自己効力感が十分に高まら

ない中で本人の権限を一方的に高めようとして

も、本人のアウトプット向上は見込めない

（Bandura 1997）。

次に、ケア労働について考える。ケア労働の

労働投入量を減らす手段についても、労働負荷

を軽減する方法と、時間を減らす方法、提供の

仕方を変える方法がある。ケア労働の時間を減

らす方法が、もっとも単純だ。親族からのサポー

トや、保育や介護等外部ケアサービスの活用が

考えられる。核家族化が進んだ現在、外部ケア

サービスの利用は今後の有効な対策として考え

られる。外部ケアサービスの利用によって、多

様な視点が持ち込まれ、労働負荷を低める効果

も期待できる（西川 2008）。さらに、専門家の

意見を取り入れることで、ケア労働の実践の仕

方を変えることも可能だ。

これまでは市場労働とケア労働を両立する

上で、半恒常的に労働密度や労働負荷が高まっ

た場合を想定して議論を進めてきた。子育てに

せよ、介護にせよ、家族へのケア労働は一旦ニー

ズが発生すると短期間で終了することは稀であ

り、ケア労働の負荷は半恒常的に続くものと考

えられる。このような場合、市場労働とケア労

働を同時進行していくための前述のような長期

的視野に立った方策が有効だ。一方、職場で重

要なプロジェクトを任されたり、家族が病気や

怪我をしたり、一時的に労働密度や労働負荷が

高まる場合もある。このような場合どのような

対策が有効か。

市場労働とケア労働、どちらかの労働密度や

労働負荷が一時的に高まった場合、両者を同時

遂行するのでなく、タイミングをずらすことが

有効な対策だと考えられる。タイミングをずら

すには、1 日や一週間等短期間でタイミングを

ずらす方法と、より長期的に数ヶ月、あるいは

年単位でタイミングをずらす方法がある。フ

レックスタイム制に代表される柔軟な労働時間

制度は、前者に位置づけられる。後者には、育

児・介護休業、その他一時休業が含まれる。

フレックスタイム制の有効性は、職務内容

による。前述のとおり、職務上の自律性が高

く協業や相互作用の頻度が低い職務の場合は、

柔軟な労働時間制度の活用によって、一時的

な業務過多をしのぐことができ、パフォーマ

ンスやアウトプットの低下は最小限ですむ。

夫婦間で協業してケア労働を実践している場

合は、お互いがフレックスタイムを活用する

ことで、一時的なケアニーズの増加に対応す

ることも可能である。

一時的な休業制度の影響も個人の職務次第

だろう。職務に必要な知識やスキル、ネットワー

クの獲得に時間がかかる場合、個人には（組織

にとっても）同じ職務に留まる（留める）イン

センティブが存在する。また、頻繁な知識、ス

キル、ネットワークのアップデートが必要な職

務の場合、長時間（期間）休業すると、復職後、

以前に培ってきた技能やネットワークを十分活

用できず、個人のパフォーマンスやアウトプッ

トが低下する懸念がある。組織的にも、休業が

長期化すると、休業分の業務を補填するための

人員調整が必要となる。職務の専門性が高まる

ほど代替要員を見つけるのは困難だしコストも

かかる。したがって、休業は個人にとっても、

組織にとっても短時間（期間）のほうがベター

である。逆に、専門性が低く、知識やスキル、ネッ

トワークのアップデートもそれほど頻繁に必要

ない職務については、休業のコストは個人に

とっても組織にとっても小さい。だが、同じ組

織や職務に留まる（留める）インセンティブそ

のものが同時に低まるので、制度を設けること

自体の合理性が低まる。

ケア労働についてはどうだろうか。次節で詳

しく述べるが、ケア労働は単純労働ではなく、
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知識労働である（Nishikawa 2011）。そのため、

家族へのケア労働を長期に休業した場合、代替

者を見つけることは難しく、アウトプットへの

影響は大きい。したがって、一時的に配偶者や

親、知人に子育ての協力を頼んだり、保育や介

護サービスを利用したりすることが対策として

考えられる。市場労働のフレックスタイムと同

様、ケア労働についても、ケアサービスの提供

時間を柔軟に設定することで一時的な労働密度

の高まりを回避することが可能だ。例えば、夜

間、早朝保育がこれにあたる。短期の預かり制

度も市場労働のニーズが集中したときには効果

的であろう。例えば、子や親が病気になった時

に、ショートステイを利用することがこれにあ

たる。

現在政府や企業が進めている、ワークライフ

バランスや子育て、介護支援策はこのような行

動面での調整を円滑にしていく対策だと位置づ

けることができる。いいかえれば、行動面での

調整が難しいために、非婚で働き続ける女性が

増え、両立する女性が増えないのだとすれば、

このような両労働の時短やタイミングの調整が

容易になるような政策や制度を導入し適用を進

めることで、今後市場労働とケア労働を両立す

る女性が増えていくだろう。だが、果たしてそ

のように簡単に両立女性は増えるのだろうか。

認知レベルでの調整

行動面での調整に注目した支援策は、女性個

人が市場労働も、ケア労働も時間（と体力）さ

えあればどちらもできる、あるいは、女性自身

はどちらの領域でも活躍したいのに、制度面で

の制約がその活躍を拒んでいる、という前提に

立っている。実際に、女性活躍推進に関する議

論もこのような前提に基づいた安易な議論が多

いように思う。果たしてそうだろうか。個人が

市場労働とケア労働を認知面で同時に実行する

ことが困難だとしたらどうだろう。そのため、

従来はケア労働に専念する女性が多かったもの

の、その後市場労働に特化する女性が増えたの

だとしたらどうだろうか。

そもそも、1980 年代までは専業主婦として

ケア労働に専念する女性が多かったものの、そ

の後の女性の市場労働進出が、独身女性を中心

として進んだのはなぜか。この背景として、男

女雇用機会均等法の施行や総合職の出現に代表

されるように、女性が労働市場で任される職務

が拡大、拡充していったことが考えられる。女

性の市場労働領域での選択肢が増えること自体

は良いことである。だが、女性の市場への進出

が、ひるがえってケア労働との行動面のみなら

ず認知面での調整を困難とし、結果として、ケ

ア労働領域での選択肢を狭めたとしたらどうで

あろうか。

ところで、出生コーホート毎に女性の労働参

加パターンを分析すると、既婚で常勤雇用者と

して働く女性、つまり市場労働とケア労働を両

立していると思われる者の割合は、1959 年か

ら 1962 年生まれの女性においては、これ以降

に生まれた女性より若干多かった（西川

2014）。これらの女性は雇用機会均等法以前に

労働市場に参入しており、したがって、基幹的

職務につく機会は限られていたと考えられる。

そのため、職務に必要な知識やスキル、ネット

ワークを獲得するのにそれほど認知資源を必要

とせず、また職務上継続的に学習を続け、専門

知識を高めていく必要性もそれほどなかったと

考えられる。だとすれば、出産・育児と両立す

る者が比較的多かったのも理解できる。一方、

女性の労働市場での職務が拡大、拡充していく

と、職務遂行上必要な知識やスキル、ネットワー

クを獲得するためにこれまで以上に認知資源を

要求されることになる。また、このような認知

資源面での投資を行った結果、その職務に留ま

るインセンティブも高まるだろう。

知識やスキル面での要求度が低く短期間で

習得できるような職務ならともかく、より長期

の学習が必要な職務の場合は、熟練に達するま

でにそれ相当の認知資源への投資を要する。組

織にとっても人材育成のためにそれ相当のコス

トと時間をかける必要性が生じる。個人の認知
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資源に限りがあるかぎり、このような職務とケ

ア労働を同時に実践していくことは容易ではな

いと考えられる。単純に考えても、類似性が高

い職務ならともかくそうではない場合は、要求

度の高い職務を複数掛け持ちし、これらに必要

とされる知識やスキルを習得し、期待されるパ

フォーマンスをあげ、満足のいくアウトプット

を出していくには、個人にかなりの負荷がかか

ることが想定される。

本来、ケア労働は、その知識やスキル、ネッ

トワークの習得方法こそ典型的な知識労働とは

異なるが、誰でもすぐにできるようになる単純

労働などではない。長期にわたる知識やスキル

の習得、多様な人的ネットワークを通じた情報

共有を必要とする知識労働である（西川 2008、
Nishikawa 2011）。だとすると、市場労働での女

性の活躍が進めば進むほど、ケア労働を補完す

る手立てを同時に導入しなければ、市場労働、

ケア労働間の調整は益々難しくなる。

確かに、典型的な知識労働とは、公的機関に

おける長期にわたる教育訓練やそれに基づく資

格 取 得 を 前 提 と し て い る（Abbott 1988、
Drucker 2002）。一方、ケア労働については、こ

れを専門職として実践するケアサービス従事者

においてさえ、他の典型的な専門職と比較する

と、公的教育や資格制度は発展途上にある。だ

が、それはケア労働が誰にでも実践できる非熟

練労働であるからではない。ケア労働に必要と

される知識の性質が典型的な知識労働とは異な

るためである。ケア労働に必要な知識は、対象

者による個別性が高く、対象者との相互作用の

中で変容する性質を持つ。さらにケアニーズは

対象者自身の抱える（発達あるいは老化に伴う）

課題のみならず、対象者を取り巻く社会関係（支

援状況）にも依存する。したがって、既得の知

識がそのまま応用できるものでもない。対象者

の発達や老化に伴うニーズの変化も著しいた

め、その都度新たな知識やスキルの習得、ネッ

トワークの構築も必要となる。このような性質

を持つが故に、ケア労働に必要な知識は形式化

することが難しく、暗黙知として個々のケア従

事者に内包される傾向がこれまで強かったのだ

（Nishikawa 2011）。

このように膨大、かつ状況依存的な知識を体

系化するには限界がある。むしろ、その習得に

は模倣や実践現場の共有等社会的相互作用に

よって体得する経験学習が効果的である。実際、

従来このような方法で女性はケア労働に必要な

知識、スキル、ネットワークを獲得してきた。

かつては、拡大家族や濃密な地域ネットワーク

の中で、育児や介護実践の場に立会い、年長者

から学ぶ機会も豊富にあった。だが、核家族化

や少子化、地域ネットワークの解体の進んだ現

在、このようなインフォーマルな学習機会は減

少している。自らの出産や親の介護が初めての

ケア労働の体験である場合も少なくない。この

ような社会的変化が、ケア労働の（将来の）担

い手の学習機会を奪い、ケア労働への参加リス

クを高め、家庭でのケア労働の弱体化を招いて

いるとも考えられる（西川 2008、Nishikawa 
2011）。

女性の市場労働での職務が単純労働であっ

たとすれば、そして、ケア労働のインフォーマ

ルな学習機会が残存していたとすれば、市場労

働とケア労働の両立はさほど困難ではない。し

かし、現在、女性には双方において基幹的な役

割を果たすことが期待されている。ケア労働に

関するインフォーマルな学習機会も衰退し、ケ

アサービス従事者の専門化も発展途上にある。

このような中で、市場労働、ケア労働双方の領

域において、個人が効果的に学習を進め、人的

ネットワークを拡げてしていくことは、時間面

のみならず認知資源面でかなり難しい課題と考

えられる。

だからこそ、性別役割分業が日本で根強く

残っているとも考えられる。但し、市場労働領

域における男女平等化が進められている現在、

男女という性別で両労働を分業する必然性は低

まりつつある。このような中、両労働を認知資

源面で平行実践することが容易でないため、市

場労働を専業とする女性が増えたり、出産を機

に労働市場を退出し子育てが一段落した後に、
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改めて市場労働に再参入したりする女性が増え

たとしても、依然として両労働を両立する女性

は増加しないのではないだろうか。認知資源面

から考えると、ケア労働との両立を目指す女性

は、市場労働の要求度が高まるほど、またケア

サービスの知識労働化が進まないほど少なくな

るはずだ。

次に、認知面での限界に対する具体的な対処

法とその効果について考える。認知資源を活用

するにあたっては、並列的な活用と順列的な活

用が考えられる。前者は市場労働とケア労働の

同時学習と実践にかかわり、後者はどちらか一

方を学習、実践した後で他方を学習し、実践す

ること、あるいはこのような作業を順次くりか

えすことを意味する。このような順列活用の典

型が、学卒後市場労働に従事し、結婚あるいは

出産でケア労働に専念し、子育てが一段落して

から市場労働に再参入し、さらに介護ニーズが

発生するとケア労働を再開する、といった長期

的な対応である。

並列活用の場合、認知負荷の低いタスクへの

移動と、タスク処理の効率化を進めることが、

認知資源の限界を克服する対策として考えられ

る。順列活用については、長期的なパターンは

前述のとおりであるが、短期的には、タスクは

そのままで時短化を行い、他方の労働に必要な

認知資源を確保することが対策として挙げられ

る。ただし、一方の労働を休んでいた間に、そ

の労働のニーズが変化する場合も考えられる。

このような変化が著しい場合、いずれの労働に

おいても長期間休業した後で以前のようなパ

フォーマンスを期待することは難しくなるだろ

う。前述のとおり、ケア労働のニーズは、発達

や老化等時間の経過とともに変化するが、特に

このような変化が著しい時期が存在することは

特記に値する。つまり、ケア労働の長期休業は

望ましくない。

市場労働の場合、認知負荷の低いタスクへの

移動には、転職、配置転換、降格が含まれる。

タスク処理の効率化とは、即ち本人の学習を進

め、情報処理効率を高めることを意味する。本

人の認知資源は飽和状態にあることが前提なの

で、これまでとは異なる方法での情報処理を促

進する必要がある。市場労働においては、メン

ター制度やロールモデルの活用、研修、講習等

によって、異なる物事の捉え方や対処の仕方を

学ぶことが対応策として考えられる。市場労働

の時短化には、短時間勤務や休業があてはまる。

休業については、ここでは短期的な休業につい

て考える。

認知負荷が低い職務への転職、配置転換、降

格は、前節で述べたとおり、本人の学習を阻害

し、パフォーマンスの低下につながり、また組

織にとってはアウトプットの低下をもたらす懸

念がある。一方、本人の学習や情報処理の仕方

の転換を促すための、メンター制度、ロールモ

デル、研修等の学習促進策は、個人のパフォー

マンスの維持、もしくは向上が見込める。組織

にとってもプラスの効果をもたらす可能性があ

る。ただし、このような学習機会や時間を確保

する必要性が生じる。短時間勤務については、

すでに前節で議論したが、配置転換や降格ほど

本人の学習やパフォーマンスに大きく影響はし

ない。休業については、休業中のタスクにおい

て、知識やスキル、ネットワークのアップデー

トが頻繁に必要な場合は、本人と組織双方にお

いてマイナスの影響を及ぼす可能性がある。他

者との協業や相互作用の必要性が頻繁に生じる

職務の場合も、組織にとってマイナスの影響を

及ぼす可能性がある。

ケア労働についてはどうか。ケア労働につい

ては、外部ケアサービスの利用によって、認知

負荷を軽減することは可能である。例えば、複

雑なニーズを有する子供や高齢者のケアについ

ては家族が対応しようと思っても限界がある。

外部の専門家の助言を受けたり、助言に基づい

て外部サービスの専門家と協業したりすること

が有効である。また、外部の専門家の助言を受

けることで、ケア対象者とのかかわり方、問題

の見方、対処の仕方を改善することも可能だ。

ケア労働の時短化についても外部ケアサービス
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の利用によって可能となる。

このように考えると、認知面での限界との関

連において、外部ケアサービスの拡充がいかに

重要であることが分かる。ここにおける拡充と

は、ケアサービスの量的な拡大を意味するので

はない。外部ケアサービスの知識労働化を意味

する。それでは、ケアサービスを単に非熟練労

働と捉え、家庭でのケア労働の量的代替を目指

し、充分な知識労働化を進めなかった場合はど

うなるのか。この場合、外部サービスの利用に

よって代替されるのは、ケア労働の単純労働部

分のみとなり、本人にとってはケア労働の時間

短縮には役立つが、認知負荷の軽減や、本人の

学習を進め、情報処理の効率化を期待すること

が難しくなる。これでは個人が認知面で、市場

労働とケア労働を調整していくことは難しい。

ケアサービスの量的拡大のみではこのような限

界がある。

それでは、ケアサービスの知識労働化のため

には何が必要か。まず思い浮かぶのは、標準的

な専門職に特有な公的な教育訓練制度の拡充で

あろう。ケア労働に関する非公式な学習環境が

衰退しつつある中で、公的な教育訓練制度の拡

充は確かに必要である。だが、ケア労働に必要

な知識は典型的な知識労働とは異なり、必ずし

も他の専門職のように専門教育機関を中心とし

た体系的な学習がもっとも有効な学習方法だと

はいえない（Abbott 1988、Evans 1999, Nishikawa 
2011）。むしろ、ケア労働の熟練者が先輩となり、

非熟練者を後輩としてともに学習していく仕組

みづくりが有効である。ケア労働が実践される

地域社会において、ケア上級者が下級者と実践

現場を共有しつつ、ケア労働に必要な知識やス

キルを教示し、共有できる仕組みづくりやネッ

トワークを強化していくことが有効だと考えら

れる。そして、ケア労働のプロであるケアサー

ビス従事者においては、現場での多様なニーズ

に対応可能な実践能力（コンピテンス）に応じ

て評価や処遇がなされる制度の導入がその知識

労働化を進める上で必要であろう。このように

専門性を高めたケアサービス従事者と、家庭に

てケア労働を担う男女が、協業できるような仕

組みづくりを地域社会において再構築していく

べきであろう（西川　2008）。

心理レベルでの調整

最後に心理面での調整について考える。認知

面と心理面での調整を厳密に分けることは難し

い。だが、ここではアイデンティティの統合と

いう観点から考察を進めるため、あえて心理面

に注目して議論を進めていく。アイデンティ

ティの統合とは、個人のアイデンティティを構

成している要素が互いにコンフリクト状態にあ

るのではなく、一体としての自己観に寄与して

いる状況を示す（Amiot & Japal 2014, Jaspal & 
Cinnirella 2010）。

アイデンティティの統合を二つの時間軸で

考える。一つ目は同時的な統合である。これは

市場労働とケア労働を同時に実践する中で、両

者にかかわるアイデンティティが現時点で心理

的に統合されている状態を示す。いわゆる主観

的なワークライフバランス感は、同時的統合に

かかわる。二つ目は、経時的な統合である。こ

れは市場労働、ケア労働間のコンフリクトを避

けるべく、短期的にはどちらかを優先すること

があったとしても、ライフスパンというより長

期な時間軸で見た場合に、アイデンティティの

統合がなされている（あるいは、そのように認

知されている）状態を指す。ライフステージ上

では市場労働、ケア労働へのかかわり方におい

て変化を経験しながらも、過去、現在、将来の

アイデンティティにつながりが感じられている

状況を示す。人は過去の経験を語る際にこのよ

うな統合を目指し、またこの様な統合感は年齢

を経るに従い高まることが指摘されている

（McAdams 2011）。

いまや男女にかかわらず、学卒後就職するこ

とはあたり前とされる世の中である。そして、

女性の多くが、結婚や出産以前に、まずは労働

市場で職を得る。この中には、前述のとおり、

非婚で働き続ける女性もいれば、結婚や出産を
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機に労働市場から退出する者もいる。さらに後

者にはその後労働市場に復帰する者もしない者

もいる。女性のアイデンティティに市場労働領

域での経験はどのように取り込まれ、その後の

行為にどう反映していくのだろうか。

市場労働にしても、ケア労働にしても、労働

は人（上司、同僚、部下、顧客、家族等）との

かかわり合いの中で実践され、労働を通じた関

わり合いの中で個人は何らかの役割を担う。完

全に男女平等な社会でもない限り、職場や家庭、

地域といった社会集団において担われる種々の

役割は、何らかの形でその社会でのジェンダー

関係を反映している。また個人の観点からすれ

ば、女性（男性）であることは、職場や家庭、

地域での役割取得に影響を及ぼし、また特定の

役割を取得した後も、その個人的評価や社会的

評価に影響をもたらす（Bussey 2011）。ひるが

えって、どのような役割を職場や家庭、地域で

担っているか（担ってきたか）が、個人の目標

や信念、行為や意思決定基準、自尊心や自己評

価、 将 来 感 や 自 伝 等（Vignoles, Schwartz, & 
Luyckx 2011）、個人のアイデンティティの重要

な側面に影響を及ぼしていると考えることがで

きる。

アイデンティティプロセス理論（IPT）の提

唱者である Breakwell（2014、2015）は、「アイ

デンティティは個人の情報処理システムと社会

環境からのインプットの共同作業によって構築

されるプロダクトである」と述べている。そし

て、社会環境と相互作用する上で、同化－順応

（assimilation-accommodation）と評価（evaluation）
という二つのプロセスが個人内で生じていると

考える。同化とは、社会環境と相互作用する上

で、自己のアイデンティティ構造に新しい要素

を取り入れること、順応とは、新しい要素を現

存のアイデンティティ構造に吸収することであ

る。また、評価とは、アイデンティティの新旧

の内容に社会的、個人的に意味や価値を割り当

てることである。

IPT では、アイデンティティが志向する（つ

まり、同化―順応、評価のプロセスを促す）、「望

ましい状態」の存在を仮定しており、それをア

イデンティティ原理、あるいはアイデンティ

ティ欲求と呼んでいる。これらアイデンティ

ティ原理・欲求には、これまで、個性の発揮や

他者からの識別（distinctiveness）、時間・文脈

を超えた継続性（continutity）、自尊心や社会的

価値の感情（self-esteem）、自信と自己統制感

に関する自己効力（effectiveness）、他者との親

密な関係や他者からの受容（relatedness）、人生

の意義、重要性（meaning）、アイデンティティ

間の統合、統一感（coherence）の存在が指摘

されている（Breakwel l　2015、 Jaspal  and 
Breakwell 2014, Jaspal, and Cinnirella 2010、
Vignole 2011）。

このようなアイデンティティ欲求が同化―

順応、評価のプロセスにおいて充足されないと、

アイデンティティは危機状態にあるとみなされ

る。個人はこのような状態から脱するために、

自らのアイデンティティ構造の見直しといった

個人レベルの認知や情動、価値面での戦略から、

他者とのかかわりあい方を変えたり、集団を離

脱したり、あるいは集団にとどまり集団レベル

で行動を起こしたりする（Brekwell 2015, Tajfel 
1978）。

同じく、個人の情報処理に注目した理論とし

て、Berzonsky（2011）の社会的認知モデル

（Social-Cognitive Model）がある。個人のアイ

デンティティにかかわる情報処理には並行的な

二つのシステム―情動喚起を伴う（したがって、

ステレオタイプ等の認知バイアスのリスクも有

する）具体的経験を基盤とする迅速で直感的な

情報処理と、意図的であり論理的分析や事実関

係に基づく（したがって、認知バイアスの回避

が可能である）合理的な情報処理―が存在する。

Berzonsky は、アイデンティティ形成の際のこ

のような個人の情報処理傾向の相違に注目し、

以下 3 つの類型を提示している。1）情報処理

志向（Informational Processing Orientation）：ア

イデンティティに関連する情報を積極的に探

索、処理し、評価する。新しいアイデアや可能
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性に前向きに向き合い、拙速な判断を避け、自

らの選択や行為に対して合理的で分析的な理由

を求める；2）拡散回避志向（Diffuse-Avoidant 
Processing Orientation）：アイデンティティに関

する葛藤や問題を避け、状況からの要請や結果

に基づく選択や行為を行う。目の前の報酬や他

者の機嫌取りや印象を重視する。合理的処理傾

向が弱く、直感的処理傾向が強い；3）規範志

向（Normative Processing Orientation）：重要な

他者（significant others）や準拠集団から提示さ

れた目標や価値、処方を批判的な評価なしに踏

襲し、合理的判断なしに拙速なコミットメント

を示す（Berzonsky 2011）。

このように、個人の情報処理傾向がアイデン

ティティ形成との関係で類型化できるとすれ

ば、市場労働領域でのアイデンティティにかか

わる行為も、ケア労働領域でのアイデンティ

ティにかかわる行為も、同様の情報処理傾向に

基づいて行われることが想定される。しかし、

肝心なのは、これら二つの労働領域における選

択は同時に同じ俎上に置かれてなされるのでは

ない、という点だ。（かつては就職せずに結婚・

出産に至る女性も少なくなかっただろうが）現

代社会においては、市場労働に関するアイデン

ティティの形成がケア労働に関するアイデン

ティティの形成に先行するのが通常である。

最初の職場で与えられた役割は、その後の女

性のアイデンティティ形成に少なからぬ影響を

及ぼすと考えられる。その役割が、IPT で指摘

されるようなアイデンティティ原理・欲求の多

くを充たす場合は、あるいは将来的に充たすこ

とが可能だと認知された場合は、その職場での

役割に順応し、その役割に価値を見出し、その

職場や組織に所属していることが個人の将来的

なアイデンティティの形成にも影響を及ぼすだ

ろう。ちなみに従来職場や組織の主要メンバー

とみなされてきた男性の多くには、このような

心理的メカニズムが働いてきたと想定される。

逆に、家庭や地域において主要な役割を担う

ことが期待されてきた女性にとっては、将来取

得可能なアイデンティティとしてケア労働者と

してのアイデンティティも含まれる。女性が、

市場労働での役割に順応し重要な価値を見出し

ている場合、ケア労働者としてのアイデンティ

ティは、市場労働者としてのアイデンティティ

を阻害しないような形で探索されるかもしれな

い。このような探索が失敗に終われば、ケア労

働者としてのアイデンティティの獲得は延期、

あるいは放棄されるかもしれない。逆に、最初

の職場で与えられた役割がアイデンティティ原

理・欲求の充足を阻害するような場合、あるい

は将来そのような可能性があると認知された場

合は、アイデンティティは危機状態にあるとみ

なされ、何らかの対抗戦略が発動されるだろう。

対抗戦略には、転職や、自ら家族を形成するこ

とでケア労働者としての新たなアイデンティ

ティの獲得を目指すことも含まれるだろう。

ところで、前述の出生コーホート毎の女性の

労働参加パターンの分析において（西川

2014）、既婚で常勤雇用者として働く女性、つ

まり市場労働とケア労働を両立していると思わ

れる者の割合は、1959 年から 1962 年生まれの

女性に比べて、1963 年以降に生まれた女性で

は減少する傾向がみられた。一方、1963 年以

降に生まれた女性で増加傾向にあるのは、常勤

かつ非婚で働き続ける者であり、二つの労働を

両立する女性の顕著な増加は見られなかった。

なぜ、このような変化が生じているのだろうか。

アイデンティティ理論を通して考えてみる。

非婚で常勤雇用者として働き続ける女性の

増加については、労働市場での男女平等化が進

み、女性が職場で担う職務や役割を通じてアイ

デンティティ原理・欲求を充たされる傾向が強

まっているためだと考えられる。そして、これ

ら女性が以前よりケア労働領域でのアイデン

ティティ形成に踏み込まないという傾向は、こ

れまで市場労働者として培ってきたアイデン

ティティと、将来のケア労働者としてのアイデ

ンティティを同化－順応させることが難しい、

と認知されているからだと捉えることができる。
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それでは、以前は結婚しても常勤雇用者とし

て働き続ける者が多かったという事実は、どの

ように解釈すべきか。前節でも議論したが、当

時の女性が市場労働領域で担っていた役割が縁

辺的であったとすると、これ以降に労働市場に

参入し処遇の改善を経験してきた女性に比べて、

市場労働における役割に大きな価値を見出して

いたとは考えにくい。したがって、アイデンティ

ティ欲求のさらなる充足を求め、妻や母として

の役割取得に踏み込む女性が多かったと考える

ことができる。実際、前述したとおり、妻や母

としての役割はこの世代の女性の多くに肯定的

に捉えられてきた。また市場労働で縁辺的な役

割を担っていたとするならば、職場での役割と

妻や母としての役割との間でコンフリクトも生

じにくく、ケア労働者としてのアイデンティティ

獲得が阻害される傾向も弱かったはずだ。

次に、心理的な統合可能性を高める方策につ

いて考える。前述のとおり、心理的統合につい

ては、同時的な統合と経時的な統合を分けて考

える。また、市場労働者としてのアイデンティ

ティ形成がケア労働者のアイデンティティ探索

に先行することを踏まえ、市場労働者としての

（既得の）アイデンティティに加え、ケア労働

者のアイデンティティを探索し獲得するに至る

か否か、という視点で議論を進めていく。さら

に、自らが置かれた環境をどのように自身のア

イデンティティに取り込むかにおいて、女性が

一様に反応すると考えるには限界があるので、

前述の Berzonsky の情報処理の三類型を応用し

て考えるみる。

情報処理志向の女性は、合理的な情報収集、

分析の下で、ケア労働者としてのアイデンティ

ティの探索を行うだろう。その過程で、市場労

働者としてのアイデンティティと、ケア労働者

としてのアイデンティティの、現在のみならず

将来的な価値や統合可能性を判断するはずだ。

現在の市場労働者としてのアイデンティティに

価値を見出しており、ケア労働との将来的な統

合が極めて難しいという認識を得ると、ケア労

働者としてのアイデンティティの非取得に至る

か、そのような判断をもたらしている状況が改

善するまでの取得延期を行うだろう。逆に、ケ

ア労働者としてのアイデンティティの探索過程

において、市場労働よりもケア労働に重要な将

来的価値を見出し、かつ両者の統合が困難だと

判断した場合は、市場労働者としてのアイデン

ティティを放棄することも考えられる。あるい

は、両者に価値を見出し、将来的に統合可能だ

と判断すれば、市場労働者のアイデンティティ

に加えて、ケア労働者としてのアイデンティ

ティの獲得を目指すだろう。将来的な統合が多

少難しくても、両者に価値を見出している限り、

市場労働、ケア労働両領域での環境に働きかけ、

環境を変えることで将来的な統合可能性を高め

ようとするかもしれない。

情報処理志向の女性において、職場のワーク

ライフバランス施策の充実度や取得の容易さは

同時的な統合可能性の判断に影響する。ワーク

ライフバランス施策が充実していれば、ケア労

働者としてのアイデンティティ探索が促進され

るはずだ。将来的な統合可能性の判断にもプラ

スの影響を及ぼすだろう。また、このような施

策を実際に取得しつつ市場労働とケア労働を両

立する職場のロールモデルの存在（不在）も、

市場労働とケア労働との統合可能性をはかる上

で重要な情報となるだろう。メンターの存在は、

将来的な市場労働領域での役割をシュミレー

ションするうえでの情報源として有効だと考え

られる。さらには、居住地域においてどのよう

な保育や介護等ケアサービスが提供されている

のか、そして、このようなサービスがどの程度

容易に取得できるのか、またこれらサービスの

質は満足いくものかどうか、といった情報や情

報源も重要な判断材料となるだろう。一方、職

場での男女平等化を推進するキャリア支援策

は、その内容がケア労働との同時的、かつ長期

的な両立を可能とするものだと判断されれば、

ケア労働者としてのアイデンティティ探索や獲

得を促進するだろう。そうでなければ、ケア労

働者としての役割取得を阻害する可能性や、あ

るいは、転職や離職を促す可能性もある。
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拡散回避志向の女性はどうか。これら女性の

場合、情動に基づいた直感的情報処理が合理的

な情報処理に優先する。そのため、市場労働者

として働くこと、ケア労働者として働くことが

ネガティブな情動喚起を促すか、ポジティブな

情動喚起を促すかによって選択する行為が異

なってくる。例えば、職場での処遇や福利厚生

の充実度は、市場労働の継続を促すだろう。上

司や同僚、重要な顧客等職場での人間関係や、

親や（将来の）伴侶等プライベートな人間関係

との相互作用やその結果も、このような女性の

行為を左右すると思われる。一方、市場労働に

従事しながら家事や子育てを既に実践している

拡散回避志向の女性にとって、両立が困難にな

り周りの人間との軋轢が生じると、（ケア労働

者としての役割を放棄するのが情動面でより難

しい限りにおいて）市場労働者としての役割を

放棄する可能性も高い。ただし、このような女

性は、ケア労働者としての役割が一段落したり、

逆に、ケア労働者としての役割が困難を極めた

りすると、市場労働を再開する可能性もある。

このような場合、市場労働への参入を容易にす

るような対策があれば、結果として、両労働を

同時に実践する者が増えるかもしれない。

規範志向の女性については、市場労働に従事

するにせよ、ケア労働に従事するにせよ、そう

すべきと考えるからでそうしている。これら女

性は、情報志向や拡散回避志向の女性とは異な

り、職場の制度や人間関係、地域のケアサービ

スが充実したとしても、考えや行動を即座に変

えるとは考えにくい。一方で、男女平等規範が

社会で浸透するにつれ、親や準拠集団の考えや

行動も変化し、どちらかの労働を優先する根拠

は薄れていくはずだ。このことが実際に、昨今

の結婚や出産の減少につながっているとも考え

られる。このような女性は、社会全体で、ある

いは所属する職場において、市場労働とケア労

働を両立する女性が多数派となり、両立するこ

とが親や準拠集団から期待され奨励されるよう

になると、市場労働を継続しつつケア労働者と

しての役割取得を進めるものと予測される。逆

に、市場労働とケア労働を両立する女性が社会

一般や自らの職場において少数派であり、両立

に対する規範的圧力が強くかからない限りは、

そのような行動を起こすとは考えにくい。

このように考えると、職場や地域社会の制度

変革によって、その行為を変化させる可能性が

高いのは、情報処理志向と拡散回避志向の女性

である。但し、情報処理志向の女性が長期的で

綿密な分析に基づきその行為を選択するのに対

して、拡散回避志向の女性はその場その場の情

勢に流されやすい。社会全体として、個人レベ

ルでの市場労働とケア労働の両立を安定的に、

そして確実に進めていくには、情報処理志向の

女性をターゲットとするべきだ。そのためには、

市場労働のみならずケア労働の社会的価値を高

め、市場労働とケア労働との長期的な統合可能

性を高めていくような方策を導入すべきであ

る。このような変革に伴い両労働を両立する女

性（や男性）が増え、職場や家庭、地域におい

て男女平等規範や両立規範が浸透してくると、

規範志向の女性は後に続くはずである。

まとめ

本論では、女性にとっての市場労働とケア労

働の関係性を、行動レベル、認知レベル、心理

レベルの三つのレベルで考察してきた。日本に

おいては、伝統的に市場労働とケア労働の二つ

の労働は男女間で分業され、調整が図られてき

た。一方、男女平等規範が社会に浸透し、労働

市場での男女平等化が進むにつれ、個人レベル

で両労働を実施し調整する必要性は高まる。男

女間の分業の場合は行動レベルでの調整のみが

必要とされるが、個人レベルで市場労働とケア

労働を両立するには、認知、心理レベルでの調

整も必要となってくる。

三つのレベルの調整のうち、行動レベルでの

調整は主に両労働の量的（外面的）調整にかか

わっており、認知レベルでの調整は量的（外面

的）調整のみならず質的（内面的）調整にもか

かわってくる。さらに心理的調整は質的（内面

的）な調整をもっとも必要とする。これまで政
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府や企業が進めてきたワークライフバランス施

策は、行動レベルでの量的で外面的な調整が前

提とされてきた。導入されてきたワークライフ

バランス施策にしても、その内容によって個人

や組織への適用効果は異なるが、このような議

論が十分なされてきたとはいえない。場合に

よっては女性個人のパフォーマンスや組織的な

アウトプットにマイナスの効果をもたらす可能

性があることを本論では指摘した。

また、行動レベルの調整はともかく、認知レ

ベル、心理レベルでの調整についてはこれまで

十分な議論がなされてこなかった。このため、

日本において女性の労働市場での活躍が思うよ

うに進んでこなかったとも考えられる。認知レ

ベルでの調整の必要性については、特にケア労

働が長期にわたる学習を必要とする知識労働で

あるという点が、十分に認識されてこなかった

ことに起因している。本論で考察したように、

個々の女性の認知資源に限界がある限り、市場

労働における女性の役割の基幹化が進むにつ

れ、市場労働、ケア労働双方に必要な知識、ス

キル、ネットワークを同時に獲得し、両労働領

域で女性個人が満足のいくパフォーマンスとア

ウトプットを出していくことは、益々難しくな

る。市場労働において女性の基幹化を進めるな

らば、公的なケアサービスの知識労働化を同時

に進め、家庭でのケア労働とケアサービスの間

の相互補完的な関係を地域社会で再構築してい

く必要がある。そうしない限り、二つの労働を

一人の人間が両立していくことは難しい。

最後に、心理レベルでの調整、つまり市場労

働者としてのアイデンティティとケア労働者と

してのアイデンティティを同時に統合し、かつ

長期的に自己に取り込んでいくことが容易では

ないことを本論では議論した。このような統合

がなされないまま、あるいは統合を可能にする

ような対策が施されないまま、女性に両労働を

両立していくことが社会的に期待されると、心

理的なコンフリクトやストレスが高まることが

懸念される。ひいては女性個人の自己実現や

ウェルビイングが阻害されることにもつながる

だろう（Deci and Ryan 2000、Soenens and 
Vansteenkiste 2011、西川 2015）。結果として、

市場労働やケア労働のパフォーマンスやアウト

プットの低下を通じて、社会全体にマイナスの

影響がもたらされかねない。

日本社会ではいまだに男女分業規範が根強

く、市場労働は男性に紐づけられ、ケア労働は

女性に紐づけられる傾向が強い。また、職場や

家族、地域といった社会集団内における種々の

役割も、このようなジェンダー関係を反映して

いる。この点において、ジェンダー平等化や個

人主義化が進んでいる欧米の女性活用先進国と

は顕著に異なる。このような日本の社会環境は、

女性（男性）のアイデンティティ形成に重大な

影響を及ぼしてきたはずだ。このような中、女

性にとって（男性にとっても）、市場労働、ケ

ア労働の両労働領域に立脚したアイデンティ

ティを同時的
4 4 4

に統合していくことは果たして可

能なのだろうか。可能なのは同時的な統合では

なく、どちらかに軸足をおきつつ両者を経時的
4 4 4

に統合させていくことなのか。また、即時的に

見た場合に、女性のアイデンティティと労働の

関係はどうなっているのか。行動レベルでは両

立しているように見えても、心理面では市場労

働、ケア労働それぞれの文脈に応じて、自らの

アイデンティティを使い分けているのではない

だろうか。それとも両労働間にまたがるアイデ

ンティティが存在するのだろうか。このような

議論はこれまでなされてこなかった。

これからの市場労働とケア労働の関係性は、

これまで見過ごされてきた個人の認知面、心理

面での調整を視野に入れつつ、その調整を左右

する社会のジェンダー関係という枠組みの中で

議論していくべきではないだろうか。
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